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訴 状

２０１９年（令和元年）１０月１６日

大阪地方裁判所 民事部 御中

原告訴訟代理人

弁 護 士 村 上  博 一 

当事者の表示 別紙当事者目録記載のとおり

差止請求事件

訴訟物の価格  １６０万円

貼用印紙額 １万３０００円

請求の趣旨

１ 被告は，消費者との間で，インターネットを経由して，被告運営に係るテー

マパークであるユニバーサル・スタジオ・ジャパンのチケットの購入契約を締

結するに際し，別紙契約条項目録記載の下記条項を内容とする意思表示を行っ

てはならない。

記

（１）チケットの種別，理由の如何にかかわらず，購入後のキャンセルは一切で

きません。但し，法令上の解除または無効事由等がお客様に認められる場合

はこの限りではありません。

（ＷＥＢチケットストア利用規約 第８条：キャンセル，変更について）

（２）お客様が，第三者にチケットを転売したり，転売のために第三者に提供す

ることは，営利目的の有無にかかわらず，すべて禁止します。

（ＷＥＢチケットストア利用規約 第３条：禁止行為について）

２ 被告は，前項記載の各条項が記載されたＷＥＢチケットストア利用規約が印

刷された規約用紙及び同規約が掲載されたウェブページを破棄せよ。

３ 被告は，その従業員らに対し，下記の内容を記載した書面を配布せよ。

記

当社は，消費者との間でユニバーサル･スタジオ・ジャパンのチケット購入

契約を締結するに際し，別紙契約条項目録記載の各条項を含む意思表示を行

いませんので，当社が当該各条項を使用したチケット購入契約を行うための
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事務は一切行わないようにするとともに，当該各条項が記載されたＷＥＢチ

ケットストア利用規約が印刷された規約用紙及び同規約が掲載されたウェ

ブページは全て破棄してください。

４ 訴訟費用は被告の負担とする。

との判決並びに第１項ないし第３項について，仮執行の宣言を求める。

請求の原因

第１ 当事者

１ 原告は，２００７（平成１９）年８月２３日，消費者契約法第１３条に基づ

いて内閣総理大臣から適格消費者団体の認定を受け（甲第１号証の１），２０

１９（令和元）年８月２０日に認定の有効期間の更新を受けた適格消費者団体

である（甲第１号証の２）。

２ 被告は，大阪市此花区桜島２丁目１－３３所在のテーマパークである「ユニ

バーサル・スタジオ・ジャパン」（以下「ＵＳＪ」という。）を運営するととも

に，ＵＳＪへの入場を希望する不特定かつ多数の消費者に対してＵＳＪに入場

して様々なサービスの提供を受けるために必要となるスタジオ・パス，年間パ

ス，ユニバーサル・エクスプレス・パスなどのチケット（以下「チケット」と

いう）を販売すること，チケットを不特定かつ多数の消費者に販売するにあた

って適用されるＷＥＢチケットストア利用規約（以下，「本件利用規約」とい

う。甲第２号証）等を作成準備し，本件利用規約に従った条件で不特定かつ多

数の消費者に対してチケットを販売すること等を業とする合同会社である（甲

第３号証）。

第２ 本件訴訟で差止請求の対象とする条項

１ 本件訴訟は，消費者契約法第１２条第３項に基づく適格消費者団体による不

当条項の使用差止訴訟（同条同項にいう「当該行為の停止若しくは予防又は当

該行為に供した物の廃棄若しくは除去その他の当該行為の停止若しくは予防

に必要な措置」を求めるもの）である。

２ 原告が本件訴訟で使用差止請求の対象としている条項は，定型約款 1たる性

質を有する本件利用規約に記載された以下の２つの条項（以下，下記「キャン

セル不可条項」と「転売禁止条項」の２つの条項を併せて「本件各条項」とい

1定型約款とは，ある特定の者が不特定多数の者を相手方として行う取引であって，その内容の全

部又は一部が画一的であることがその双方にとって合理的なものを行うことの合意（定型取引合

意）をする場合における定型取引において，契約の内容とすることを目的としてその特定の者に

より準備された条項の総体。平成２９年改正民法５４８条の２第１項参照。
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う。）であり，本件各条項は，被告と消費者との間のチケット購入契約の内容

になっている。 
 ①本件利用規約第８条第１項（以下，「キャンセル不可条項」という。） 
  「チケットの種別，理由の如何にかかわらず，購入後のキャンセルは一切で

きません。但し，法令上の解除または無効事由等がお客様に認められる場

合はこの限りではありません。」 

 ②本件利用規約第３条第１項（以下，「転売禁止条項」という。） 
  「お客様が，第三者にチケットを転売したり，転売のために第三者に提供す

ることは，営利目的の有無にかかわらず，すべて禁止します。」（※） 

  ※本件利用規約第３条第１項の「また，営利の目的として第三者にチケット

を無償で譲渡することも，禁止します。」の部分は差し止めの対象としな

い。 

 ３ なお，本件利用規約第１条第１項は「本規約は，弊社と本サービスを利用さ

れるお客様に適用するものとします。」と規定され，また,同規約第２条第１項

は「本サービスは，日本国内において，インターネットを経由してユニバーサ

ル・スタジオ・ジャパン（以下「パーク」といいます）の入場券（以下「チケ

ット」といいます）をご購入くださるお客様のみを対象にしています。」と規

定されていることから，本件利用規約はインターネットを経由して消費者にチ

ケットを販売する場合に適用されるものである。 

   被告が消費者に対してチケットを販売する場所や方法は，「インターネット

を経由する場合」（＝「ＷＥＢチケットストア」による販売）に限られず,被告

のＷＥＢサイト「ＷＥＢチケットストア以外の販売場所」（甲第４号証）では，

「ＷＥＢチケットストア」以外の方法でも，様々な種類のチケットが，様々な

場所・方法で購入可能であることが告知されている。 

本件利用規約は前記のとおり「ＷＥＢチケットストア以外の販売場所」にお

ける消費者へのチケット販売に直接適用されるものではないが，被告は「ＷＥ

Ｂチケットストア以外の販売場所」で消費者にチケットを販売する場合でも， 

本件各条項と同趣旨の規約を定めて適用する運用をしているものと推測され

る。 

しかし，「ＷＥＢチケットストア以外の販売場所」での消費者に対するチケ

ット販売に際し適用される規約やルールが必ずしも明らかではないこと，「Ｗ

ＥＢチケットストア以外の販売場所」での消費者に対するチケット販売が多種

多様であることから，原告は,被告が消費者に対してチケットを販売する最も

一般的な方法である,ＷＥＢチケットストアにおいて適用される本件各条項を

差止の対象とするものであるが，被告が「ＷＥＢチケットストア以外の販売場
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所」で消費者に対してチケットを販売するに際し本件各条項と同趣旨の規約を

作成し,使用している行為を不問とするわけではないことを念のため付言する。 

 

第３ 本件各条項の趣旨と効力 

 １ キャンセル不可条項の趣旨及び効力 

 （１）消費者が被告からチケットを購入するに際してキャンセル不可条項が適用

されると，消費者は，一旦チケットを購入した以上，原則として，理由の如

何を問わず，購入契約のキャンセル（解除）ができないことになる。 
被告のチケットは利用日（入場日時）が個別に設定されているが，チケッ

ト購入時と当該チケットの利用日がどれだけ近接していても，逆にどれだけ

離れていても，一律にキャンセルができない趣旨の条項である。 
もっとも，キャンセル不可条項は，キャンセル不可の例外となる事由とし

て，「法令上の解除または無効事由等がお客様（消費者）に認められる場合」

と定めている。 
 （２）よって，キャンセル不可条項が適用されると，被告からチケットを購入し

た消費者は，チケット購入契約について「法令上の解除または無効事由等」

があることを主張（場合によっては立証）し，かつ，被告が法令上の解除ま

たは無効事由等があることを認めない限り，チケット購入契約をキャンセル

して支払い済みのチケット購入代金の返還を被告から受けることができな

いことになる。 
 （３）以上のように，キャンセル不可条項は，チケットを購入した消費者がその

後，何らかの理由で購入契約をキャンセルし，被告に対して購入代金の返金

を求めた場合において，被告には，消費者のキャンセル及び返金の請求に応

じる義務がない，という形で効力を発揮する（機能する）趣旨の条項である

といえる。 
 ２ 転売禁止条項の趣旨及び効力 
 （１）消費者が被告からチケットを購入するに際して転売禁止条項が適用される

と，チケットを購入した消費者は，以下の①，②の行為が禁止されることに

なる。 
  ①当該チケットを第三者に転売する行為 

  ②当該チケットを転売目的で第三者に提供する行為 

（２）キャンセル不可条項が消費者から被告に対するチケット購入契約のキャン

セル及びこれに伴うチケット購入代金の返還請求を被告が拒絶することを

正当化する効力を消費者･被告間で直接発生させるのと異なり，転売禁止条

項は，チケットを購入した消費者と被告以外の第三者との間で行われる行為
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（①第三者への転売行為，②転売目的で第三者に提供する行為）を禁止する

形で機能するとともに，消費者がこれらの禁止に違反して①，②の行為を行

った場合に，被告が，本件利用規約の別の条項（本件利用規約第３条３項，

４項）に基づき，当該消費者に対して所定の措置を講ずることができる，と

いう形で機能する。

（３）本件利用規約の第３条第３項，第４項は，転売禁止条項に違反した消費者

に対して被告が講ずることができる措置について以下のように定めている。 
本件利用規約第３条

３項 お客様が第１項（注：第３条第１項の転売禁止条項のこと）又は第２

項に違反した場合は，お客様が購入されたすべてのチケット（当該チ

ケットが転売などの対象とされたチケットであるか否かを問いませ

ん）につき，「パーク」への入場ができなくなる措置もしくは使用で

きなくなる措置をとります。なお，その場合も，返金は行いません。 

４項 お客様が第１項又は第２項前項に違反した場合は，お客様の Clubユ

ニバーサルの会員登録を抹消するとともに，以後，チケットの券種や

購入目的を問わず，会員登録することもチケットを購入することも禁

止します。 

（４）以上のように，被告は，転売禁止条項に違反した消費者に対し，本件利用

規約第３条第３項･第４項に基づき，以下の措置を講ずることができる。

①違反をした消費者が購入した全てのチケットを無効にする措置

消費者はこの措置を受けると，違反の対象となったチケットを含む所有

する全てのチケットが使用できない＝当該チケットを提示してもＵＳＪ

に入場することができないという効力が生じる。

②違反をした消費者が，前記①の措置により無効となったチケットの購入

代金の返金を被告に求めた場合でも，被告はこれに応じないものとする措

置

 消費者が被告に対して①の措置の結果無効となったチケットの購入代

金の返還請求をしても被告はこれに応じる義務がないという効力が生じ

る。

③ 違反をした消費者の Clubユニバーサルの会員登録を抹消するとともに，

以後，違反をした消費者がチケットを購入すること，Clubユニバーサルへ

の会員登録をすることを拒絶することができるとする措置 

  そして，消費者がこれらの措置を受けると，以後，ＵＳＪに入場すること，

入場するためのチケットを自ら購入するために会員登録の申込みをするこ
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と自体ができなくなるほか，当該消費者からＵＳＪへの入場･チケット購入

のために必要となる会員登録の申込みがあっても，被告はこれに対して承諾

する義務がない，という効力が生じることになる。 
３ まとめ 
（１）以上のとおり，本件各条項（及び転売禁止条項に違反をした場合の消費者

に対して講ずることができる措置を定める本件利用規約の第３条第３項･第

４項）が，被告からチケットを購入した消費者と被告との間で，契約の内容

としての効力を発生させるもの，と考える場合，消費者が被告から誤って必

要のないチケットを購入した場合（誤購入。利用日を誤って購入した場合や

購入枚数を誤って多く購入した場合）やチケットを購入した後に，当該チケ

ットの使用ができなくなる事情が生じた場合（購入後，スケジュールの都合

上差し支えが生じた，あるいは，病気･怪我などにより，利用日にＵＳＪに

行くことができなくなった場合）には，具体的には，以下のような効力が生

じることになる。 
（２）まず，当該消費者は，チケット購入契約について「法令上の解除または無

効事由等」があることを被告に主張し，かつ，被告がこれを認めなければ，

チケット購入契約のキャンセル（解除）･支払った代金の返金を求めること

ができないことになる。 
しかし，「法令上の解除または無効事由等」が具体的に何を指すのかは不

明確であり，仮に，消費者が「法令上の解除または無効事由等」であると考

える事由を被告に主張しても，それを認めるかどうかは被告の裁量に委ねら

れる。 
よって，事実上，法令上の解除または無効事由に基づくチケット購入契約

のキャンセル及び購入代金の返金は著しく困難である。 
（３）そして，転売禁止条項により当該消費者が①当該チケットを第三者に転売

する行為，②当該チケットを転売目的で第三者に提供する行為は禁じられ，

違反があった場合，被告は，当該消費者に対して本件利用規約第３条第３項･

第４項の措置を講ずることができることから，当該消費者が前述のように誤

って不要なチケットを購入した，あるいは，チケットの利用日にチケットを

利用できなくなる事情が生じた場合でも，当該消費者には， 
（ア）当該チケットを第三者に営利目的以外の目的で無償譲渡する 

※本件利用規約では，第三者に営利目的で無償譲渡することも禁止さ

れている。 
（イ）当該チケットを利用しない 

という選択肢しか残らなくなる。 
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以上より，キャンセル不可条項･転売禁止条項が適用されると，チケット

購入後，誤って不要なチケットを購入した，購入したチケットを利用する必

要がなくなった消費者は，当該チケットの購入代金相当額を取り戻すことは

できず，チケット購入代金相当額の財産的利益を失うことになる。 
 （４）なお，被告の販売するチケットの中には，購入後，利用日の変更が可能と

なるチケットも一部存在するようであるが，それは極めて限定的である。 
 
第４ 本件各条項が消費者契約法第１２条第３項の差止請求の対象となること 
 １ 本件各条項の使用の差止等の請求（消費者契約法第１２条第３項）が認めら

れるためには，被告が，消費者契約（チケット購入契約）を締結するに際し，

不特定かつ多数の消費者との間で消費者契約法第８条から第１０条までに規

定する消費者契約の条項を含む消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示

を現に行い又は行うおそれがある，といえることが必要となるところ，被告が

本件各条項を含む条項に従うことを条件に消費者に対してチケットを販売す

る行為は，被告が不特定かつ多数の消費者との間で本件各条項を含む消費者契

約の申込み又はその承諾の意思表示を現に行っていることそのものに他なら

ない。 
 ２ よって，本件各条項は消費者契約法第１２条第３項の差止請求の対象となる

条項であり，本件差止等の請求が認められるか否かは，本件各条項が消費者契

約法第８条から同法第１０条までに規定する消費者契約の条項（いわゆる不当

条項）に該当するかどうかを検討すれば足りる。 
 
第５ 本件各条項が消費者契約法で定める不当条項に該当するか否かの検討 
 １ 消費者と被告との間のチケット売買契約の性質 
 （１）本件各条項は，被告が不特定かつ多数の消費者に対してチケットを販売す

る契約（以下「本件チケット売買契約」という。）に適用されるものであるが，

単にチケットの売買という場面だけでなく，消費者がチケットを使用してＵ

ＳＪに入場し，様々なサービスの提供を受けるという場面においても適用さ

れるものである。 
    なぜなら，消費者が本件各条項に違反した場合，本件利用規約の第３条第

３項･第４項によって，当該消費者が保有する全てのチケットが無効となり，

保有しているチケットが使用できなくなる（ＵＳＪに入場して被告から様々

なサービスの提供を受けることができなくなる）ほか，以後のチケットの購

入・ＵＳＪへの入場自体が認められなくなるという効果を有する条項が含ま

れるからである。 
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    したがって，本件各条項が消費者契約法第８条から第１０条で定める不当

条項規制に抵触するかどうかは，本件チケット売買契約は，以下の①，②の

性質を併せ持つことに着目して検討しなければならない。 
①消費者が被告にチケット代金を支払うことと引き換えにチケットの所有

権を取得するという売買契約的な性質 
②チケットを購入した消費者がチケットを使用してＵＳＪに入場し，被告か

ら様々なサービスの提供を受けることができるという役務提供契約的な

性質 
 （２）以上の観点から見ると，本件チケット売買契約は，単に消費者が被告から

チケットの所有権を取得するという単純な契約ではなく，その前提として，

消費者と被告との間には，被告がＵＳＪへの入場を希望する為にチケットを

購入した消費者からの委託を受け，消費者に対してＵＳＪにおいて様々なサ

ービス（役務）を提供する（ＵＳＪにおいて，その施設を利用し，そこで開

催されるアトラクションを楽しませるなどのサービスを提供する）ことを約

するとともに，消費者は，そうしたサービスの提供を受けることの対価とし

て，被告に対し，チケット購入代金相当額の報酬を支払うことを約するとい

う役務提供契約が同時に成立しているものと考えることができる。 
かかる役務提供契約的な性質に着目すれば，本件チケット売買契約は，消

費者が被告に対し法律行為ではない事務を委託し，被告がその事務の処理と

して，消費者に対し，様々なサービスを提供する，という準委任契約（民法

第６５６条）としての性質を持つものと考えることができる。 
このように考える場合，本件チケット売買契約に基づき消費者が被告に対

して支払うチケットの購入代金は，消費者と被告間の準委任契約に基づく報

酬や委任事務処理費用（民法第６４８条～同法第６５０条も含むと解する）

の実質を有するものといえる。 
 ２ 本件各条項が消費者契約法第１０条に該当するかどうかの検討 
（１）消費者契約法第１０条について 

消費者契約法第１０条は， 
「消費者の不作為をもって当該消費者が新たな消費者契約の申込み又はそ

の承諾の意思表示をしたものとみなす条項その他の法令中の公の秩序に

関しない規定の適用による場合に比して消費者の権利を制限し又は消費

者の義務を加重する消費者契約の条項であって，民法第１条第２項に規定

する基本原則に反して消費者の利益を一方的に害するものは，無効とす

る。」 
と定める。 
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   本件各条項が同法第１０条に該当するか否かの検討は，便宜上， 
①１０条前段要件該当性 
＝「消費者の不作為をもって当該消費者が新たな消費者契約の申込み又は

その承諾の意思表示をしたものとみなす条項その他の法令中の公の秩

序に関しない規定の適用による場合に比して消費者の権利を制限し又

は消費者の義務を加重する消費者契約の条項」といえるかどうか 
②１０条後段要件該当性 
＝「民法第１条第２項に規定する基本原則に反して消費者の利益を一方的

に害するもの」といえるかどうか 
について，キャンセル不可条項，転売禁止条項の順に検討することとする。 

（２）１０条前段要件該当性の検討～キャンセル不可条項 
   キャンセル不可条項は，「チケットの種別，理由の如何にかかわらず，購

入後のキャンセルは一切できません。」と定める。 
この条項は，本件チケット売買契約の役務提供契約的性質に着目すると，

消費者・被告間の前記準委任契約に基づく委任者（消費者）の解除権を否定

しているものといえる。 
この点，準委任契約においては，民法上，原則として，契約をいつでも解

除できるから（民法第６５６条，同法第６５１条第１項），委任者は，受任

者から準委任契約に基づく事務の処理（サービスの提供）を受ける必要がな

くなったときには，契約を解除でき，報酬の前払をしている場合には，支払

済みの報酬のうち，役務の提供を受けていない部分に相当する対価の返還を

受けることが可能となるはずである。 
そして，キャンセル不可条項は，消費者からの契約解除を認めないもので

あるから，民法第６５６条，同法第６５１条第１項の規定に比して，消費者

の権利（契約解除権）を制限している条項であることは明らかである。 
   以上より，キャンセル不可条項は，消費者契約法第１０条前段（「法令中

の公の秩序に関しない規定の適用による場合に比して消費者の権利を制限」

する条項）の要件を満たす。 
（３）１０条前段要件該当性の検討～転売禁止条項 
   転売禁止条項は，被告からチケットを購入した消費者が，①当該チケット

を第三者に転売する行為，②当該チケットを転売目的で第三者に提供する行

為を禁止する条項である。 
本件チケット売買契約の売買契約的な性質に着目するならば，消費者が被

告からチケットを購入すると，消費者は，当該チケットの所有権を取得する

こととなるので，消費者は，購入したチケットを法令の制限内において自由
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に処分することができ（民法第２０６条），これは，一般法理である所有権

絶対の原則の現れであるといえる。 
そして，消費者契約法第１０条前段の「任意規定」には，明文の規定のみ

ならず，一般的な法理等も含まれると解するのが相当というのが最高裁判所

の立場である（最高裁第二小法廷平成２３年７月１５日判決）。 
転売禁止条項は，消費者が所有するチケットを転売する行為及び転売目的

で第三者に提供する行為をそれぞれ禁ずるものであるから，消費者が民法第

２０６条により有する所有物の自由な処分権を制限する条項にほかならず，

消費者契約法第１０条前段（「法令中の公の秩序に関しない規定の適用によ

る場合に比して消費者の権利を制限」する条項）の要件を満たす。 
他方で，本件チケット売買契約の役務提供契約的な性質に着目した場合，

消費者が購入後に不要となったチケットを転売する行為は， 
①被告から役務の提供を受ける権利を譲渡する行為（債権の譲渡） 
②消費者と被告間の準委任契約に基づく委任者たる契約上の地位を第三者

に譲渡する行為（契約上の地位の譲渡） 
と考えることが可能であるので，このように考えた場合について，以下検討

する。 
まず，民法上，債権の譲渡は原則として自由に認められている（民法第４

６６条第１項本文）ので，転売禁止条項は，消費者の被告から役務の提供を

受ける権利の譲渡を制限するものである。 
よって，消費者契約法第１０条前段（「法令中の公の秩序に関しない規定

の適用による場合に比して消費者の権利を制限」する条項）の要件を満たす。 
なお，この点，民法第４６６条第２項本文は「前項の規定は，当事者が反

対の意思を表示した場合には，適用しない。」と規定し，債権の譲渡の自由

は当事者間の意思表示によって制限できることを定めるが，条文の構成上，

同法第４６６条第１項本文で定める「債権の譲渡が自由である」という点が

本則（原則）であると考えるべきである。 
そして，同法第４６６条第２項本文の規定（当事者間で債権の譲渡性を制

限することができるという規定）は，同法同条同項但し書きで，善意の第三

者に対抗することができないこととなっていることから見ても，やはり，民

法における債権譲渡性に関する本則（原則）は，同法第４６６条第１項本文

で定める「債権の譲渡が自由である」という点にあると考えるべきである。 
以上から，消費者契約法第１０条前段の「法令中の公の秩序に関しない規

定」とは，民法第４６６条第１項本文のことを指すと考えるべきである。 
よって，転売禁止条項は，消費者の被告から役務の提供を受けることがで
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きる権利（債権）の譲渡を制限するものであるから，消費者契約法第１０条

前段の要件（法令中の公の秩序に関しない規定＝「民法第４６６条１項本文」

の適用による場合に比して，消費者の権利を制限する規定であるといえ，同

法第１０条の前段要件に該当する。 
次に，契約上の地位の譲渡（契約上の地位の移転）について検討する。 
契約上の地位の譲渡の要件としては，譲渡人（本件では消費者がその地位

にある。），譲受人及び契約の相手方（本件では被告がその地位にある。）の

三者間の合意は必ずしも必要ではなく，譲渡人及び譲受人の合意に加えて，

契約の相手方の承諾があればよいと解されている。 
ここで，契約の相手方の承諾が必要とされる理由は，契約上の地位の譲渡

が債務引受の要素を伴うこと，契約上の地位の移転によって重大な影響を受

ける契約の相手方の保護にある。 
したがって，相手方の承諾の要否については，個別の契約ごとに判断され

るべきであり，契約上の地位の譲渡に債務引受の要素がない，契約上の地位

の譲渡によっても契約の相手方が影響を受けない場合には，そもそも相手方

の承諾は不要であると解すべきである（判例上も不動産所有権の譲渡に伴う

賃貸人の地位の移転については，賃借人の同意は不要とされている。）。 
本件について，チケット購入後の転売行為を契約上の地位の譲渡と考える

場合，消費者はチケットを購入すれば，被告に対する債務は履行済み（チケ

ット購入代金は支払済み）の状態となっているのだから，転売行為には，消

費者を債務者と見た場合，「債務引受の要素」は伴わない。 
さらに，消費者と被告の契約は，消費者がチケットを提示すれば，ＵＳＪ

への入場を認めて様々なサービス（役務）を被告が提供するというものであ

って，被告にとっては，サービスを提供する相手方である入場者の個性や同

一性は問題とならない。 
つまり，被告にとっては，ＵＳＪへの入場者が誰であろうと，その者に対

して履行すべき義務は同じで，被告が様々なサービスの提供をするにあたっ

て被告に特段の不都合は生じないので，被告は契約上の地位の譲渡によって

重大な影響を受けることもない。 
チケットを転売等によって取得した者が，例えばテロリストであるなど，

ＵＳＪの運営上支障を来すことが明らかである場合には，規約上そのような

者の入場を断ることができると定めるなどの個別対応をすれば足りるので

あって，一律･全面的に一切のチケットの譲渡・転売を禁止する必要性はな

い。 
以上より，消費者がチケットを転売する行為を契約上の地位の譲渡と考え
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るとしても，一般法理からみても，契約の相手方である被告の承諾･同意は

不要と解される。 
このように考えると，転売禁止条項は，一般法理からは不要とされる契約

の相手方（被告）の同意がなければチケットの転売を禁止するものであるか

ら，消費者契約法第１０条前段（「法令中の公の秩序に関しない規定の適用

による場合に比して消費者の権利を制限」する条項）の要件を満たす。 
（４）消費者契約法第１０条後段要件該当性の解釈 
   消費者契約法第１０条後段は，「民法第１条第２項に規定する基本原則に

反して消費者の利益を一方的に害するもの」と定める。 
同法第１０条後段は，同法第１０条の前段要件（任意規定によれば消費者

が本来有しているはずの権利を制限し，又は消費者が本来負うこととなる義

務を加重していること，すなわち，任意規定から消費者に不利な方向に乖離

していること）が存在することを前提として，当該条項の援用によって，信

義則に反する程度に一方的に消費者の利益を侵害する場合（すなわち，当該

条項の存在・援用によって，消費者に不利な方向に乖離している程度が，消

費者契約において具体化される信義則上許容される限度を超えている場合）

には，当該条項を無効とする趣旨の規定であると解されている。 
   そして，当該条項が信義則に反するものか否かについては，「消費者契約

法の趣旨，目的（同法第１条参照）に照らし，当該条項の性質，契約が成立

するに至った経緯，消費者と事業者との間に存する情報の質及び量並びに交

渉力の格差その他諸般の事情を総合考量して判断されるべきである」と解さ

れている（前掲最判平成２３年７月１５日）。 
具体的には，当該条項によって消費者が受ける不利益がどの程度のものか，

契約締結時に当該条項の内容を十分に説明していたか等の事情も考慮し，消

費者契約法の趣旨，目的に照らして判断されるべきである。 
次に，「消費者の利益を一方的に害する」とは，消費者と事業者との間に

ある情報・交渉力の格差を背景として，当該条項により，任意規定によって

消費者が本来有しているはずの利益を，信義則に反する程度に両当事者の衡

平を損なう形で侵害することを指すと解される。 
 （５）１０条後段要件該当性の検討をするにあたって 
    消費者契約法第１０条後段該当性の検討にあたっては，前記の解釈基準に

よることを前提として，被告が本件各条項をそれぞれ同時に設けている理

由･目的，これらの規定が同時に存在することによって，消費者が被る不利

益や損害，被告が得る利益，消費者と被告との間の契約の性質，その他，Ｕ

ＳＪなどのいわゆるテーマパークのチケット売買におけるルールの実情な
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どが検討の対象となる。 
 （６）被告が本件各条項を同時に設けている理由・目的について 
    被告が本件各条項を同時に設けている理由・目的としては以下の２点が考

えられる。 
  （ア）売り切れによる販売中止の措置後にキャンセルが生じた場合，キャンセ

ルが生じたチケットを再販売することは困難であることから，キャンセ

ルを不可とすることによって，利益の減少を防止する目的 
  （イ）一部の者による転売目的でのチケットの買い占め・チケットの高額化を

防止する目的 
    原告としても，上記（ア）（イ）の目的に一応の合理性があること自体は

否定しない。 
    本件各条項の双方が適用されると，確かに上記（ア）（イ）の目的が達成

されることになるが，他方で，前記のとおり，消費者の権利が制限され，消

費者が不利益･損害（不要なチケットを誤って購入した場合やチケット購入

後，チケットを利用することができなくなった，チケットを利用する必要が

なくなった事情が生じた消費者は，当該チケットを使用できない，不要なチ

ケットの購入代金相当額を取り戻すことができない，チケット購入代金相当

額の財産的利益を失う）を被ることになる。 
そして，原告は，被告が上記（ア）（イ）の目的を達成するために，消費

者の権利に対する制限が本件各条項を規定することよりも，より制限的でな

く，消費者の被る不利益･損害がより少ない，他の手段・方法を容易に用い

ることが可能であるにもかかわらず，そうした手段・方法を用いず，本件各

条項を規定することによって消費者に不利益･損害を与える著しい権利制限

をしているものと評価できる場合は，本件各条項により，任意規定によって

消費者が本来有しているはずの利益を，信義則に反する程度に，両当事者の

衡平を損なう形で侵害することになるから，本件各条項は，「信義誠実の原

則に反し一方的に消費者の利益を害する」（消費者契約法第１０条後段要件

に該当する）と考える。 
そこで，以下，被告が前記（ア）（イ）の目的を達成するために，消費者

に対する権利制限がより制限的でなく，消費者の被る不利益･損害がより少

ない手段・方法が，本件各条項を規定する方法以外に存在しないかどうかを

検討する。 
 （７）本件各条項の存在により消費者が被る不利益･損害とその具体例について 
    本件各条項が適用される場合に消費者の被る不利益･損害は，既に述べた

とおり，不要なチケットを誤って購入した，チケット購入後，チケットを利
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用することができなくなった，チケットを利用する必要がなくなった消費者

は，当該チケットを使用できない，不要なチケットの購入代金相当額を取り

戻すことができない（チケット購入代金相当額の財産的利益を失う）という

ことであるところ，実際に全国の消費生活センターに寄せられている消費者

からの苦情･被害相談を以下概観する。 
    以下に概観するのは，２０１４年（平成２６年）４月２３日から２０１９

年（平成３１年）４月２３日までの間に，独立行政法人国民生活センターと

全国の消費生活センターをネットワークで結び，消費者から消費生活センタ

ーに寄せられる消費生活に関する苦情相談情報の収集を行っているシステ

ムである「全国消費生活情報ネットワークシステム（通称：PIO-NET）」に

寄せられた，現実に起こっている消費者の苦情・被害相談であり，具体的に

は，誤ってチケットを購入した場合のキャンセル等の問題，チケット購入後

の事情変更の場合のキャンセル等の問題事例である（甲第５号証）。 
（ア）錯誤に関する被害例 

   No.000001 

   テーマパークの公式サイトからチケットを２枚申込み，コンビニ決済した。

昨夜，日付を間違えて申し込んだことに気が付いたので，本来購入するつも

りであった日付のチケットを新たに取った上で，本日テーマパークへ架電し，

間違えたチケットをキャンセルしたいと申し出た。しかし，サイトに記載が

あるとしてキャンセルには応じられないと言われた。公式サイトの利用規約

にはチケットの転売禁止，キャンセルもできないと書かれてあるが，不当条

項に当たらないのだろうか。どうしたらよいだろうか。 

 No.000017 

 パソコンで大人２人・子供２人の入場券と早乗りアトラクション券を大手

ポータルサイトで購入したが，二次元コードが表示されなかった。本日，テ

ーマパークのホームページで購入履歴を見たところ，履歴がなかったため，

もう一度，家族４人分の同じチケットをネットで購入した。今回は二次元コ

ードが表示されて安心したが，もしかするとチケットを二回購入していたか

もしれないと不安になり，テーマパークに電話したところ，ポータルサイト

の購入履歴を見るようにと言われた。見ると，一昨日と本日購入した分それ

ぞれ二次元コードの表示があった。二回購入したと話すとポータルサイトの

電話番号を教えてくれた。サイトに電話し本日分のキャンセルを申し出たが，

キャンセルはできないと言われた。 

   No.000072 

   インターネットで優先パスを家族６人分購入した。念の為テーマパークに
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対し，子供にパスが必要か尋ねると，その子供の年齢であれば，保護者がパ

スを持っていれば，当人については，パスが不要であることがわかった。ど

こにもそのような記載がないと言うと，電話などで問い合わせがあると答え

ているということだった。まだチケットは届いていないし，知らなかったの

だからキャンセルしてほしいと言ったが無理だと言われた。納得できない。 

(イ) 契約後の事情変更に関する被害例 

   No.000015 

 妻は，テーマパークの会員登録をしているので，ネットでイベントチケット

の申し込みをした。参加の際は，チケットと本人確認ができるものを提示す

ることになっている。今回，申し込んだ妻が急遽，参加できない病気になり，

テーマパークに電話で事情を説明したが，いかなる場合も解約，転売不可と

言われた。ただし，申込者と関係が分かる人の入場は可能と言われた。 

 No.000025 

   二日券及び待ち時間短縮の優先チケット等を家族４人分申し込み，期限内

にコンビニで代金を支払った。楽しみにしていたが，同居の年寄りの具合が

悪くなり予定通り出かけることができなくなりそうだと思ったため，キャン

セルを希望しレジャー施設に問い合わせた。しかし一切キャンセルはできな

いし日付変更も不可能だと説明を受けた。突然出かけることができなくなる

ことも想定されるのだからキャンセルできないというのは困る。転売も禁止

されている。何とかならないだろうか。 

   No.000062 

   先日，友人がネットで小学生の子供のために家族旅行をしようとフェリー

料金込みのチケットをクレジット決済で申し込み，購入したそうだ。ところ

が，子供の都合で旅行日にいけなくなり，キャンセルの連絡をしたところ，

テーマパーク業者はネットに表示されている規約通りキャンセルはできな

いと言ったそうで，友人から仕方のないことだろうかと相談された。業者の

ホームページにはチケット購入については解約できないなどと書かれてい

るのは確認しているそうだが，どうにかならないか。 

    以上のように，ＵＳＪを利用する不特定かつ多数の消費者が，錯誤による

誤購入の場合や契約後の事情変更等によって購入したチケットを使用する

ことができなくなり，チケット購入契約のキャンセル・チケットの転売が必

要となる場面が実際に多く発生しているものの，本件各条項の存在によって，

チケット購入後のキャンセル･転売ができず，不利益･損害を被っていること

がわかる。 
    ＵＳＪは家族で利用することも多いわが国を代表する娯楽施設であると
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ころ，家族の中には体調が変化しやすい子どもや高齢者も多く含まれること

などに照らせば，チケット購入後のキャンセル・転売を認めることが，消費

者にとって極めて重要であり保護されるべき利益であることが現実感をも

って理解できる。 
 （８）被告が前記各目的（売り切れによる販売中止の措置後にキャンセルが生じ

た場合，キャンセルが生じたチケットを再販売することは困難であることか

ら，キャンセルを不可とすることによって，利益の減少を防止する目的及び

一部の者による転売目的でのチケットの買い占め・チケットの高額化を防止

する目的。）を達成するために，本件各条項を規定することよりも消費者に

対する権利の制限がより制限的でなく，より消費者の不利益･損害が少なく

済む手段・方法がないかどうかの検討 
    まず，チケット購入後のキャンセルが一切認められないという取り扱いに

ついては，被告以外が運営するテーマパークのチケットやコンサートのチケ

ットでも同様の取り扱いを定めている場合がある。 
    この点，購入後のチケット購入契約のキャンセルを一切認めないとしても，

消費者に支払済みのチケット購入代金を回収する他の手段，すなわち，消費

者が当該チケットを他に必要としている第三者に有償で譲渡・転売すること

が許容されるのなら，消費者の不利益・損害を最小限に抑えることが可能と

なる。 
    被告は，チケット販売の運用において，平成２７年１０月１５日までは，

チケット購入についてのキャンセルを認めない規定は設けていたものの，転

売を禁止する規定までは設けておらず，チケット購入者に対し，転売の方法

による不利益･損害の低減･回収の手段を許容していた。 
    ところが，被告は，平成２７年１０月１６日から，「転売対策」という名

目で，キャンセル不可条項に加え，チケットの転売を禁止する規定（転売禁

止条項）を本件利用規約中に追加で設け，チケットを購入した消費者がチケ

ットをキャンセルすることを不可とすることに加えて，転売することも禁止

し，チケット購入のために要した費用を回収する手段を消費者から全面的に

奪うという運用に改めた。 
    次に，被告が前記各目的を達成するために，消費者に対する権利制限が，

より制限的でない，より消費者の不利益･損害が少なく済む手段方法がない

かどうか，すなわち，本件各条項の双方を同時に設けることが，前記目的を

達成するために，もっとも消費者の権利制限が緩やかであり，かつ，消費者

の不利益･損害が少なく済む手段方法といえるのかどうかを検討する。 
    この点，ＵＳＪのチケットには，性質の大きく異なる複数種類のチケット



17 
 

（スタジオ・パス，年間パス，ユニバーサル・エクスプレス・パス等）が存

在し，また，一般消費者がチケットを購入する場所や方法（ウェブを用いた

購入・パークのチケットブースでの対面販売，ローソンチケットのＷＥＢサ

イト及び店頭販売，パートナーホテルでの対面販売など）も様々である。  
よって，それぞれのチケットの性質等を十分に検討し，それらのチケット

の性質等の異別に応じて，キャンセル・譲渡転売の可否，キャンセル･譲渡

転売を認める場合の条件，当該条件を満たすかどうかの判断や手続を，個別

に，かつ，詳細に検討することによって，前記各目的を達成しつつ，かつ，

消費者の権利に対する制限がより緩やかで，消費者の被る不利益や損害を少

なくする手段・方法を講じることは十分に可能である。 
    具体的には，例えば，キャンセルの可否については，キャンセルができる

日をチケットの利用日から一定期間遡った時期以前の場合に限定して認め

る（利用日に近接している時期のキャンセルは認めない）とか，キャンセル

の時期に応じて相当額のキャンセル料を徴収する（キャンセル日と当該チケ

ットの利用日との間の期間の長短に応じた対応）ことを条件にキャンセルを

認めるなどが考えられる。 
    転売に関しては，例えば，定価を上回る額での転売のみを禁じる方法や被

告自身が専用の転売サイトを開設し，同サイトで，かつチケット購入代金（定

価）での転売のみを可能とするという方法を用いることによっても，前記目

的を達成することは十分に可能である。 
    この点，令和元年６月１４日に施行された「特定興行入場券の不正転売の

禁止等による興行入場券の適正な流通の確保に関する法律」は，コンサート

等の特定興行入場券の不正転売を禁止すること等を目的として定められた

ものであるが，同法は，第５条第２項において，「興行主等は，興行入場券

の適正な流通が確保されるよう，興行主等以外の者が興行主の同意を得て興

行入場券を譲渡することができる機会の提供その他の必要な措置を講ずる

よう努めるものとすること。」として，興行主等に対し，「興行主等以外の者

が興行主の同意を得て興行入場券を譲渡することができる機会の提供その

他の必要な措置を講ずる」ことを努力義務として定めている。 
    また，令和２年（２０２０年）に開催される東京オリンピック・パラリン

ピックのチケット規約である「東京２０２０チケット購入・利用規約」（甲

第６号証）においては，チケット購入後のキャンセルや転売については以下

のような定めがあり，チケットの払戻しや転売ができる要件を定めるなどし

て消費者であるチケット購入者の利益の保護を図っている。 
以下，本件と関連のある部分を抜粋する。 
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   第１９条（チケット保有者の責任） 
   「･･･チケットが販売された後は，本規約第４０条または適用法令に基づき

払戻しが認められる場合を除いて，チケット保有者は当法人に対してチ

ケットの払戻しを求めることはできません。」 

   第３５条（転売禁止） 
   第１項 
   「チケット保有者は，第３６条に定められた場合を除いて，チケットを第三

者に転売することはできず，インターネット，新聞，チケットショップ等

の場所または媒体を問わず，チケット転売の申出や広告をしてはなりま

せん。また，チケットを，他の商品またはサービスと共に，またはその一

部として第三者に提供することはできません。これには，チケットの QR

コード等の券面情報の提供や TOKYO 2020 ID の第三者への移管など，チ

ケットにより認められまたは表象される権利を第三者に移転する行為を

含みます。」 
   第２項 
   「東京 2020 チケット規約に違反して販売または販売の申出もしくは広告が

行われたチケットは無効となります。無効となったチケットについては，

当法人から返還を求められることがあります。無効となったチケットの

交換または払戻しはいたしません。」 

   第３６条（転売禁止の例外） 

   第１項 

「当法人から直接購入したチケットの第三者への譲渡は，東京 2020 公式チ

ケットリセールサービスを利用した購入価格での再販売のみが認められ

ます。ただし，チケット購入者は，チケット購入者の親族または友人，同

僚その他の知人に対する場合に限り，同サービスによらずチケットを譲

渡することができます。この場合でも，譲渡代金その他の譲渡対価として，

チケットの券面額を超えた金銭または利益を受領してはなりません。」 

     
    以上のように，被告が本件各条項を設けることによって達成しようとする

前記各目的を達成することは，本件各条項を同時に設けるように消費者の権

利を全面的に制限し，消費者に著しい不利益・損害を被らせる結果をもたら

す方法によらずとも，より緩やかな制限による方法によっても十分に達成可

能である。 
 （９）まとめ 

以上より，被告が前記各目的を達成するために，消費者の権利に対する制
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限がより緩やかで（制限的でなく），消費者の被る不利益･損害がより少ない

他の手段・方法を容易に用いることが客観的に見て十分に可能である。 
にもかかわらず，被告は，そうした手段・方法を用いず，本件各条項を設

けることによって消費者に不利益･損害を与え，消費者の権利を著しく制限

しているものと評価できる。 
よって，本件各条項の存在は，任意規定によって消費者が本来有している

はずの利益を，信義則に反する程度に，両当事者の衡平を損なう形で侵害し

ているものと評価できるので，本件各条項は，信義誠実の原則に反し一方的

に消費者の利益を害するものといえる。 
    したがって，本件各条項は，消費者契約法第１０条の後段要件該当性も満

たすので，同法第１０条が適用され無効である。 
 ３ 本件各条項が消費者契約法第９条第１号に該当するかどうかの検討 
（１）消費者契約法第９条第１号は以下のように定めている。 

次の各号に掲げる消費者契約の条項は，当該各号に定める部分について，

無効とする。 

   １号  当該消費者契約の解除に伴う損害賠償の額を予定し，又は違約金

を定める条項であって，これらを合算した額が，当該条項において

設定された解除の事由，時期等の区分に応じ，当該消費者契約と同

種の消費者契約の解除に伴い当該事業者に生ずべき平均的な損害

の額を超えるもの 当該超える部分 

 （２）この点，確かに，本件各条項の形式（体裁）は，「消費者契約の解除に伴

う損害賠償の額を予定し，又は違約金を定める条項」にそのまま当てはまら

ない。 
しかし，キャンセル不可条項の趣旨は，キャンセルそれ自体を認めず，支

払済みのチケット代金の払戻には一切応じないという効果を持つものであ

るから，売買契約又は準委任契約のキャンセルには応じるが，その場合には，

キャンセルに伴う損害賠償・違約金として支払済みのチケット代金全額を徴

収するという条項と全く同じ機能･効果を有する。 
他方で，仮に，キャンセル不可条項が存在するが，転売禁止条項は存在せ

ず，転売によって支払済みのチケット購入代金を回収する途が開かれている

のであれば，消費者は支払済みのチケット購入代金を転売によって回復する

ことが可能となるので，消費者契約法第９条第１号を検討する必要性に乏し

い。 
しかし，被告は本件各条項を同時に規定しており，これは，結局，本件チ

ケット売買契約（又はＵＳＪでの役務提供についての準委任契約）が消費者
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から解除（キャンセル）された場合は，これに伴う損害賠償・違約金として，

支払済みのチケット代金全額を消費者から徴収する（＝支払済みのチケット

代金全額を返金しない）という条項が存在することと全く同じである。 
よって，本件各条項が同時に存在していることから，これら２つの条項は

「消費者契約の解除に伴う損害賠償の額を予定し，又は違約金を定める条項」

であるといえる。 
 （３）次に，被告が違約金として徴収する支払済みのチケット代金の額が，チケ

ットのキャンセル（解除）の事由，時期等の区分に応じ，本件チケット売買

契約と同種の消費者契約の解除に伴い当該事業者に生ずべき平均的な損害

の額を超えるものといえるかどうかを検討する。 
    まず，消費者が購入したチケットをキャンセルする場合は，被告は当該チ

ケットを再販売することが困難となり，売上・利益が減少してしまうという

「損害」が観念しうる。 
    しかし，チケットがキャンセルされても，被告は，当該チケットを再販売

することで容易に売上･利益の減少という損害の回復ができる。 
そもそも，買い占め屋によるチケットの高額化を防止することが転売禁止

条項を創設した大きな理由なのであるから，役務提供前のチケットの再販売

は極めて容易であると推測でき，ましてや，年間１４６０万人（２０１６年

度）もの入場者数を誇る，わが国を代表する超人気娯楽施設であるＵＳＪを

運営する被告がチケットのキャンセルが生じた場合に容易に再販売ができ

ないという事態が生じるとは俄には想像できず，被告が，得られたはずの利

益を失うという「損害」の発生は想定しにくい。 
    次に，時期を問わず無制限にチケットのキャンセルを認めた場合，当該チ

ケットの利用日とあまりに近接した時期にキャンセルがなされると，再販売

が困難となり，被告には，得られたはずの売上・利益を失うという「損害」

が発生することも観念しうる。 
    しかしながら，このような場合には，消費者のキャンセルの時期とキャン

セル対象のチケットの利用日の時期的区分を設け，キャンセルの可否･キャ

ンセルに際して徴収する違約金や手数料の違いを設けるなどの対応が可能

であり，本件各条項のように，理由･時期の如何を問わず，一切のキャンセ

ルを認めず，一切の払戻にも応じず，転売も一切認めないという条項を定め

ることは，消費者に対し，過大な負担を強いる結果となって平均的損害を超

える損害賠償･違約金を消費者から徴収することに他ならない。 
さらにいえば，キャンセルの時期と当該チケットの利用日までに相当の期

間が空いている場合には，既に述べたように，被告にとっては，当該チケッ
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トを他の顧客に再販売することは十分に可能であり，本来，被告の営業努力

によって埋め合わせをすべきものであって，チケット購入のキャンセルを認

めないこと（消費者からチケット代金全額に相当する違約金を徴収すること）

によって埋め合わせるべき性質のものではない。 
以上より，少なくとも，チケットのキャンセル日と当該チケットの利用日

との間に相当の期間が空いている場合において消費者によるチケットのキ

ャンセルがなされたとしても，被告には何らの損害も発生しないといえる。 
したがって，本件各条項は，チケット購入のキャンセルをした消費者から，

一律に，チケット代金全額の違約金または損害賠償を負担させる規定であり，

消費者契約法第９条第１号の「･･･消費者契約の解除に伴い当該事業者に生

ずべき平均的な損害」がゼロであるにもかかわらず，消費者に契約金額の１

００％相当額を負担させるものである。 
よって，同法同条同号の「当該超える部分」は契約金額の１００％全額と

なり，本件各条項全部が無効となる。 
 （４）以上より，本件各条項は，消費者契約法第９条第１号に反して無効である。 
 ４ まとめ 
   以上より，本件各条項は，消費者契約法第１０条及び同法第９条第１号に違

反して無効である。 
 
第６ 書面による事前の請求 
１ 原告は，被告に対し，２０１９（令和元）年９月２７日，消費者契約法第４

１条第１項に基づき，請求の趣旨１ないし３項記載の措置をとることを書面に

て請求した（甲第７号証の１）。 
２ 同書面は，同年９月２８日に被告に到達し（甲第７号証の２），到達から１

週間が経過した。 
 
第７ 結語 

よって，適格消費者団体である原告は，被告に対し，消費契約法第１２条第

３項に基づき，前記の消費者契約法により無効とされるべき各契約条項を含む

消費者契約の申込み又は承諾の意思表示の停止，当該各契約条項を含む規約書

類等の廃棄，予防に必要な措置として，従業員への指示を徹底する旨の書面配

布を求める。 
添 付 資 料 

  １ 委任状      １通 
  ２ 資格証明書   各１通 
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  ３ 訴状副本     １通 
  ４ 甲号証写し 正副各１通 

証 拠 資 料 
証拠説明書のとおり 

以 上 
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当事者目録 

〒540-0024  

大阪市中央区南新町一丁目 2番 4号 椿本ビル 5階 502号室  

原   告  特定非営利活動法人消費者支援機構関西 

代 表 者 理 事  藤 井 克 裕 

 

〒530-0047（送達場所）  

大阪市北区西天満 5-9-3 アールビル本館 7階 

弁護士法人 村上・新村法律事務所 

電話 06-6316-8364  FAX 06-6316-8368 

原告訴訟代理人弁護士  村 上 博 一 

 

〒541-0041 

大阪市中央区北浜 3-2-23 大阪信愛ビル 6階 

アクシス国際法律事務所 

原告訴訟代理人弁護士  三 村 雅 一 

 

〒650-0015 

神戸市中央区多聞通 2-4-4 ブックローン神戸ビル東館 7階 

かけはし法律事務所 

原告訴訟代理人弁護士  青 木 良 和 

 

〒541-0043 

大阪市中央区高麗橋 2-4-4 公洋ビル 7階 

はるか法律事務所 

原告訴訟代理人弁護士  五 條  操 

 

〒541-0041 

大阪市中央区北浜 2-5-13  北浜平和ビル 4階 

弁護士法人 松尾・中村・上法律事務所 

 原告訴訟代理人弁護士  松 尾 善 紀 

 

 

〒530-0047 

大阪市北区西天満 5-9-3 アールビル本館 7階 
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弁護士法人 村上・新村律事務所 

 原告訴訟代理人弁護士  忠 政 貴 之 

 

〒541-0041  

大阪市中央区北浜 3-7-12 京阪御堂筋ビル 9階 909 

おおうえ法律事務所 

原告訴訟代理人弁護士  大 上 修 一 郎 

 

〒541-0041 

大阪市中央区北浜 2-5-23  小寺プラザ 7階 

片山・平泉法律事務所 

原告訴訟代理人弁護士  坂 東 俊 矢 

 

〒530-0047 

大阪市北区西天満 4-3-25 梅田プラザビル別館 9階 

金子・中・橋本法律特許事務所 

原告訴訟代理人弁護士  島 川  勝 

 

〒554-0031 

大阪市此花区桜島二丁目１番３３号 

被   告  合 同 会 社 ユ ー ・ エ ス ・ ジ ェ イ 

代 表 者 代 表 社 員  エヌビーシーユニバーサル・アジア・エルエルシー 

職 務 執 行 者  ジ ャ ン ・ ル イ ・ ボ ニ エ 
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契約条項目録 
 

第８条：キャンセル，変更について 
１．チケットの種別，理由の如何にかかわらず，購入後のキャンセルは一切でき

ません。但し，法令上の解除または無効事由等がお客様に認められる場合はこ

の限りではありません。 
 
第３条：禁止行為について 
１．お客様が，第三者にチケットを転売したり，転売のために第三者に提供する

ことは，営利目的の有無にかかわらず，すべて禁止します。 
 
 

以 上 
 
 


